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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

第一部 【企業情報】

回次 第13期 第14期 第15期 第16期 第17期

決算年月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月

売上高 (千円) 98,726 125,854 774,422 4,480,103 8,075,937

経常利益 (千円) 4,521 527 19,983 419,278 539,492

当期純利益 (千円) 1,962 98 6,435 241,635 287,145

持分法を適用した 
場合の投資利益

(千円) 528 790 ― ― ―

資本金 (千円) 10,000 20,000 57,500 82,500 459,700

発行済株式総数 (株) 200 300 13,500 14,000 16,000

純資産額 (千円) 10,236 20,335 64,271 355,906 1,397,452

総資産額 (千円) 86,307 132,631 1,489,937 2,777,602 4,237,510

１株当たり純資産額 (円) 51,184.81 67,785.28 4,760.82 25,421.93 87,340.78

１株当たり配当額 
(内、１株当たり 
中間配当金額)

(円)
― 

(  ―)
―

(  ―)
―

(  ―)
― 

(  ―)
―

(  ―)

１株当たり当期純利益
金額

(円) 9,811.03 374.99 693.85 17,459.24 19,049.06

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― 18,706.55

自己資本比率 (％) 11.9 15.3 4.3 12.8 33.0

自己資本利益率 (％) 21.2 0.6 15.2 115.0 32.8

株価収益率 (倍) ― ― ― ― 15.43

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― 3,417 △784,412 △1,038,295 329,766

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― △10,279 △19,122 △47,408 △37,805

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― 8,981 1,065,841 1,246,128 575,421

現金及び現金同等物 
の期末残高

(千円) ― 4,819 266,787 427,212 1,294,594

従業員数 (名) 1 3 13 29 50



(注) １ 当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 第15期以降の持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

４ 第13期及び第14期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記

載しておりません。 

５ 第15期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株予約権を発行しましたが期末において

全権が行使されており、かつ、当社株式は非上場であり、期中平均株価が把握できないため、記載しており

ません。 

６ 第16期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株予約権の残高はありますが、当社株式

は非上場であり、期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。 

７ 第16期までの株価収益率については、当社株式は非上場であるため記載しておりません。 

８ 従業員数は就業人員数を表示しております。 

９ 第14期以降の財務諸表については、証券取引法第193条の２の規定に基づき、新日本監査法人の監査を受けて

おりますが、第13期の財務諸表については、監査を受けておりません。 

  



２ 【沿革】 

  

 
  

年  月 概  要

平成２年２月
北海道札幌市豊平区において、有限会社シープエンタープライズを創業（資本金
1,000千円）、土地・建物の有効利用に関する企画・調査・設計に関する事業を開
始

平成６年10月 商号を有限会社ジェイコレクションに変更

平成９年３月
有限会社ジェイコレクションを株式会社に改組するとともに、商号を株式会社シ
エナシティサービスに変更、不動産受託管理事業を開始

平成10年３月
商号変更により株式会社タケインターナショナルとし、デザインマンションの企
画を手掛ける

平成13年３月 デザインマンション「MODULOR」（モデュロール）の企画開発に着手

平成13年10月
本店を東京都武蔵野市へ移転。一棟販売用賃貸デザインマンション「MODULOR」の
事業化を開始

平成13年11月 共同開発事業第１号案件「MODULOR都立家政」着工

平成15年１月 企画設計事業第１号案件「Zesty池上」着工

平成16年２月 株式会社リビングコーポレーションに商号変更

平成16年３月 自社開発事業第１号案件「MODULORお茶の水」着工

平成16年６月 本店を東京都武蔵野市から東京都渋谷区へ移転

平成17年２月 北海道札幌市中央区に札幌支店を開設

平成18年６月 東京証券取引所マザーズに株式を上場

平成18年11月 デザインビジネスホテル「HOTEL-MJ」シリーズ第１号案件「札幌MJ」竣工



３ 【事業の内容】 

当社は、独自に企画・デザイン・設計した投資用収益物件を開発し、不動産ファンド等の投資家に一棟

単位で販売する事業に主として取り組んでおります。 

現在、当社が開発する商品は、賃貸デザインマンション「MODULOR」シリーズ及びデザインビジネスホ

テル「HOTEL-MJ」シリーズの２シリーズであります。 

「MODULOR」シリーズは、物件の収益性向上と長期安定的な利回りを確保するために、10メートルの建

物高さにおいて一般的には３階建てまでとなるところを、当社の独自企画・工法によって４階建てを実現

していること（特許取得済）、エレベーター・配管等メンテナンスコストを発生させる部分を最低限に抑

えていること、堅固な壁式鉄筋コンクリート造であること等を特長としております。また、開発用地に関

しては、他社・他業種との競合を回避するために、50坪程度の狭小な土地をターゲットとしております。

コスト面においても、優位性のある物件の提供を目指して施工にかかる工期を約5.5ヶ月に短縮する等、

用地取得から竣工・引渡までの工程を短期化しております。 

「HOTEL-MJ」シリーズは、投資家からの要請に基づいて当社が企画した宿泊特化型のデザインビジネス

ホテルであります。女性の出張者が安心して宿泊できるというコンセプトを基本に置き、セキュリティー

及び内外装に配慮しております。 

当社では、これらの物件を安定的・迅速に供給することを目的として、商品企画・開発から用地取得・

設計・工事監理、販売まで一貫して当社にて管理し、開発に係る諸業務を規格化・システム化しておりま

す。 

また、当社では、自社で開発用地を取得して上記の商品を開発・販売する事業（自社開発事業）の他

に、物件企画及び開発に関するシステムを他のデベロッパー等に提供する事業（企画設計事業）にも取り

組んでおります。 

  

当社の事業内容及び当該事業における位置付けは、次のとおりであります。 

  

(1) 自社開発事業 

当事業は、当社が事業主体（施主）となって「MODULOR」シリーズ及び「HOTEL-MJ」シリーズの

企画・開発・販売を行うものであります。        

  

 
  

 



(2) 企画設計事業 

   当事業は、当社以外の開発事業者に対して「MODULOR」シリーズ及び「HOTEL-MJ」シリーズの企

画・設計業務・事業スキーム構築等を提供する事業であります。 

  

 
  

 



４ 【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

  

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成18年12月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３ 最近１年間において、従業員数が21名増加しておりますが、これは事業拡大に伴う採用によるものでありま

す。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

50 37.7 1.4 5,461,253



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当事業年度におけるわが国経済は、企業収益が高水準で推移したことに伴う設備投資の増加や、個人

消費の緩やかな改善等によって、国内需要の増加が継続いたしました。また、日銀が量的緩和政策の解

除に続きゼロ金利政策を解除する等、わが国が長い間苦しんできたデフレ経済からの脱却の兆候が顕著

になりました。 

当社が関連する不動産業界におきましては、好調な景気に支えられた不動産取引の活性化に伴う開発

用地価格の急騰、前事業年度末に発覚した構造計算書偽装問題の影響、金利上昇等の懸念材料はあるも

のの、国内外からの投資資金の流入によるJ-REITやプライベートファンドの市場規模拡大によって、不

動産投資市場は活況を呈しております。 

このような環境の中、当社におきましては、事業規模拡大を目指した新商品の開発、人材の採用・育

成、物件開発システムの高度化並びに販売先の多様化等に積極的に取り組みました。また、平成18年６

月20日には東京証券取引所マザーズ市場に上場し、公募増資による資金調達の実施と共に、企業信用力

を高めることができました。 

当事業年度の成果といたしましては、これまでの基幹商品である「MODULOR」シリーズの事業規模拡

大に加え、デザインビジネスホテル「HOTEL-MJ」シリーズを事業化いたしました。 

この結果、当事業年度の売上高は8,075,937千円（前期比80.3%増）、営業利益は631,353千円（前期

比30.0%増）、経常利益は539,492千円（前期比28.7%増）、当期純利益は287,145千円（前期比18.8%

増）となりました。 

  

事業部門別の業績の概要は、次のとおりであります。 

①自社開発事業 

 当事業部門におきましては、「MODULOR」シリーズ19件(前年実績14件)が竣工・引渡となり、同シ

リーズの売上高は6,993,717千円（前年実績3,863,717千円）となりました。また、「HOTEL-MJ」シリ

ーズの第１号である札幌物件が竣工・引渡となり、売上高888,920千円を計上いたしました。 

 この結果、同事業部門の売上高は7,882,637千円となり前期に比して4,018,920千円の増収、売上総

利益は1,183,661千円と前期に比して368,616千円の増益となりました。 

②企画設計事業 

 当事業部門におきましては、取扱件数が32件となり、売上高は188,200千円と前期に比して70,450

千円の増収、売上総利益は164,365千円と前期に比して67,590千円の増益となりました。 

③その他売上高 

 その他売上高の主な内容は、信託受益権の売買に関する媒介手数料であります。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比して

867,382千円増加し、1,294,594千円となりました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度において営業活動により得られた資金は329,766千円となりました。これは主として、

税引前当期純利益537,636千円が計上され、たな卸資産が535,444千円増加したこと及び仕入債務が

463,645千円増加したことによるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度において投資活動に使用した資金は37,805千円となりました。これは主として、有形固

定資産の取得による支出15,612千円及び敷金保証金の支払による支出24,003千円によるものでありま

す。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度において財務活動により得られた資金は575,421千円となりました。これは主として、

短期借入れによる収入5,196,830千円、長期借入れによる収入875,000千円及び公募増資による株式の

発行による収入746,579千円があったこと、並びに短期借入金の返済による支出6,207,554千円があっ

たことによるものであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

該当事項はありません。 

  

(2) 受注状況 

当社は受注開発を行っていないため、受注残高はありません。 

  

(3) 販売実績 

当事業年度における販売実績を事業区分別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第16期においては、共同開発事業に関する販売実績498,636千円が計上されておりましたが、第17期において

は同事業に関する販売実績がありません。 

３ その他売上の主なものは信託受益権の売買に関する媒介手数料であり、第16期には計上がないことから、件

数及び前期比の記載をしておりません。 

４ 最近２事業年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであ

ります。 

 
(注) 本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業区分 件数(件)
第17期

(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

前期比(％)

自社開発事業(千円) 20 7,882,637 204.0

企画設計事業(千円) 32 188,200 159.8

その他売上(千円) ― 5,100 ―

合計 52 8,075,937 180.3

相手先

第16期
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

第17期
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

合同会社レフア ― ― 1,921,951 23.8

有限会社ククイ ― ― 1,386,523 17.2

有限会社ホーム・プロパティ・インベ
スターズ

― ― 1,352,195 16.7

合同会社ＴＷ１ ― ― 908,920 11.3

有限会社ピロ 3,559,569 79.5 819,565 10.1

株式会社ワダアセットマネージメント 471,443 10.5 ― ―



３ 【対処すべき課題】 

当社が有する経営資源を最大限に活用し、更なる企業価値の向上を目指す際の基本方針として、以下を

経営推進における重要課題に掲げて取り組んでおります。 

  

（新商品の開発） 

 当社では、今期において「HOTEL-MJ」シリーズの商品化を行いました。今後も市場動向やニーズの分

析をふまえた新商品基本コンセプトを構築する企画力、また、そのコンセプトを具現化する技術力によ

って、不動産マーケットに付加価値の高い新商品を継続的に提供し、事業規模の拡大を図ってまいりま

す。 

  

（物件開発に係る仕組みの高度化） 

 当社では、用地取得から建物竣工・販売までの物件開発に関する仕組みを構築しており、この仕組み

によって収益物件を市場に早期大量に供給できる体制を整備しております。しかしながら、変化の激し

い事業環境を勘案し、市場動向への即時対応及び更なる物件開発コストの削減を企図して、用地取得か

ら建物竣工までの工期を短縮するとともに、新工法の開発を行っております。 

  

（販売先の多様化） 

 当社では、地価及び金利の上昇、不動産投資市場の変化への対応並びに更なる事業の発展を目指し、

現在の主たる販売先であります不動産ファンドに加え、法人・個人富裕層への販路拡大を行ってまいり

ます。 

  

（開発用地仕入れ体制の強化） 

 当社では、開発用地の安定的な取得を企図し、用地取得部門の人員増強、情報ルートの拡大、仕入れ

に関する意思決定の迅速化等を行ってまいります。 

  

（経営効率の向上） 

 当社では、収益物件の企画・設計・開発事業に特化することによって経営資源の分散を回避する方針

を採っており、付帯・関連事業に関しましては外部委託によって事業を推進しております。 

 今後におきましても、上記施策を更に効率化することによって、当社の主たる事業に関する収益管理

の徹底と経営効率の向上を図ってまいります。 

  

（事業基盤の強化） 

①財務基盤の強化 

 現在有する金融機関からの間接調達基盤を維持しつつ、エクイティーを中心とした調達手法の多様化

を図ることによる直接調達比率の向上並びに安定的・効率的な資金調達体制を構築する戦略を推進して

まいります。 

②コンプライアンス体制の強化 

 更なる業容拡大、企業価値向上を目指すために、企業倫理・コンプライアンスについて全役職員が共

通の認識を持ち、的確で公正な意思決定を行う企業風土を醸成する仕組みを整備する等、透明性のある

管理体制の構築を行ってまいります。 

③従業員のモラール・能力の向上 

 当社におきましては、中・長期の経営方針を従業員に明示すること、当該方針を達成するための各従



業員の役割・責任分担及び評価の適正化を図ることによって、これまで以上に従業員のモラール・能力の

向上を図ってまいります。 

  

４ 【事業等のリスク】 

当社の事業展開上のリスクについて、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある主な事項には、

以下のようなものがあります。また、必ずしもそのようなリスク要因に該当しない事項についても、投資

判断上あるいは当社の事業活動を理解するうえで重要であると考えられる事項については、投資者に対す

る積極的な情報開示の観点から記載しております。なお、当社は、これらリスク発生の可能性を認識した

うえで、発生の回避及び発生した場合の対応に努める所存でありますが、当社株式に関する投資判断は、

本項及び本書中の本項目以外の記載内容も併せて、慎重に検討したうえで行われる必要があると考えてお

ります。また、以下の記載は当社株式への投資に関連するリスクを全て網羅するものではありませんの

で、ご留意ください。 

なお、下記文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。 

  

(1) 用地の仕入れについて 

 当社は、開発用地に関する情報を不動産業者、金融機関等のルートから入手しております。当社は当

該ルートからの情報に対し、社内の事業収支算出システムを活用すること等により事業収支計画の策定

及び売主に対する価格提示を迅速に行い、仕入れの意思決定をできる限り早く行うことで、不動産業者

等との信頼関係の構築及び維持に努めております。 

 しかしながら、当社の主な営業エリアである東京都区内は、不動産市場において人気の高い地域であ

ることから、今後、仕入価額が高騰する場合や優良な用地を継続して仕入れることが困難になる場合な

ど計画どおりの用地仕入れが行われないときには、当社の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

(2) 建築工事の外注について 

 当社は、建築工事の全てを建設会社へ発注しております。発注先である建設会社の選定にあたって

は、施工能力、施工実績、財務内容等を総合的に勘案した上で行っており、また、工事着工後において

は工程ごとの監理を実施すること等により工事遅延防止や品質管理に努めておりますが、建設会社が経

営不安に陥り、施工物件の品質等に問題が発生した場合には、計画どおりの開発に支障をきたし、当社

の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(3) 特定事業への依存と物件販売について 

 当社は、自社開発事業を現在の主な事業としており、当事業年度においてその比率は売上高全体の

97.6%を占めており、当該事業への依存度が高い状況となっております。 

 当社では、自社開発事業における事業規模の維持・拡大に努めつつ、企画設計事業においても安定成

長を目指していく所存ですが、その進捗によっては当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 また、自社開発事業の内容は一棟販売用賃貸デザインマンション及びデザインビジネスホテルの開

発・販売であり、物件購入層の需要動向に左右される傾向にあります。物件購入層の需要動向は景気・

金利・地価等の趨勢及び将来予測、入居者及び宿泊者の動向並びに税制等の影響を受けやすく、今後こ

れらに変化がある場合には、当社の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

(4) 引渡時期による業績変動について 

 自社開発事業においては、物件に関する売買契約締結後販売先への引渡をもって売上が計上されま



す。このため、天災その他予想し得ない事態による建築工期の遅延等、不測の事態により引渡時期が期末

を越えて遅延した場合には、当社の業績が変動する可能性があります。 

 なお、当社では物件の規模や引渡時期によって売上及び利益が一定の時期に偏重する場合があり、当

社の業績を判断するに当たっては注意が必要になります。 

(5) 特定取引先への販売依存度が高いことについて 

 当社の主要販売先はキャピタルアドバイザーズ㈱（以下、「CA社」という。）及びCA社が組成する

SPCであります。同社との関係は良好に推移していることから、今後も取引の維持・拡大に努めてまい

りますが、同時に、同社への販売依存度を下げるための新規販売先の開拓を営業方針として掲げており

ます。しかしながら、同社への販売依存度が低下するまでの間に同社の投資スタンス等に変更が生じた

場合には当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(6) 借入金への依存について 

 当社は、用地の取得資金及び建築資金の調達を金融機関からの借入金にて賄っております。当社で

は、借入依存度を下げるために開発期間の短縮等資金効率の向上を図っておりますが、何らかの理由に

よって計画どおりの資金調達ができない場合には、当社の事業展開に影響を及ぼす可能性があります。

また、経済情勢等によって市場金利が上昇した場合には、当社の業績及び財政状態に影響を及ぼす可能

性があります。 

(7) 代表者への依存について 

 当社の代表取締役社長である今井武一は、当社事業を推進するにあたり、経営方針や経営戦略・事業

戦略の決定をはじめ、事業化の意思決定及び事業推進に至るまで重要な役割を果たしております。当社

では、経営体制を整備し、各事業分野での人材育成強化を行うことにより、同人に対する依存による経

営リスクの軽減を図ることに努めておりますが、同人が何らかの理由により当社の経営者としての業務

を遂行できなくなった場合には、当社の業績及び今後の事業展開に影響を及ぼす可能性があります。 

(8) 人材の確保について 

 当社は、効率的な事業遂行及び事業拡大を目指して、今後も人員増強を図っていく方針であります。

しかしながら、優秀な人材の確保・育成が計画通りに進行しない場合には、当社の効率的な事業遂行及

び事業拡大に影響を及ぼす可能性があります。 

(9) 内部管理体制について 

 当社は、有価証券報告書提出日現在、取締役６名、（従業員兼務役員３名を含む）、監査役２名、従

業員52名であり、内部管理体制も当該組織規模に応じたものとなっております。 

 当社といたしましては、今後も事業拡大に伴い人員増強を図っていく方針であり、内部管理体制も併

せて強化・充実させていく予定であります。しかしながら、組織の拡大に応じた内部管理体制を構築で

きない場合には、当社の事業遂行に影響を及ぼす可能性があります。 



(10) 過年度の業績について 

 当社は、平成２年２月、土地・建物の有効活用に関する企画・調査・設計に関する事業を目的とした

有限会社シープエンタープライズの設立に始まりますが、現在の主力事業である賃貸用デザインマンシ

ョンの事業化を開始したのは平成13年10月であり、当該事業の現在までの経過年数は約５年でありま

す。従って、当社の過年度の財政状態及び経営成績だけでは、今後の成長性を判断するには不十分であ

るものと考えられます。特に、自社企画開発商品である「MODULOR」シリーズの業績拡大に努めた平成

17年12月期及び平成18年12月期は、売上高、利益とも前期に比して大幅な増収・増益となっております

が、今後の経済状況や市場状況によっては現在の主力事業の売上構成比等が変動する可能性があり、次

年度以降も同様の成長を継続できる保証はありません。 

 
(注) 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

(11) 法的規制・許認可等の取得状況について 

 当社の関連する不動産業界は、「宅地建物取引業法」、「都市計画法」、「建築基準法」、「建設業

法」等による法的規制を受けております。今後、これらの法的規制の改正が行われた場合には、当社の

業績に影響を及ぼす可能性があります。特に、「10メートルの高さに４階建てのマンションを建築す

る」、「短期間で堅固な鉄筋コンクリートの建物を建築する」という当社の特長を生かすことが不可能

となるような法的規制等の改正が行われた場合には、当社の業績に重大な影響を及ぼす可能性がありま

す。 

 また、近年東京都区部においてワンルームマンション規制対象物件の広範化並びにファミリータイプ

附置義務及び最低住戸面積の引き上げ等、ワンルームマンション建築に関する条例の制定及び変更等の

動きが見られます。当社では、これらの条例等に沿った物件開発を行っているため、現時点においては

かかる規制強化が当社の事業に影響を及ぼす可能性は少ないものと認識しております。しかしながら、

今後さらに各自治体による規制強化が進められた場合は、当社の業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

 また、当社は、各事業活動に際して以下のような許認可及び登録を受けております。宅地建物取引業

者免許及び一級建築士事務所登録については、当社の主要な事業活動に必須の免許及び登録でありま

す。なお、現時点において、当社には、宅地建物取引業法第５条、第66条及び建築士法第23条の４、第

26条等に定める免許及び登録の取消事由・更新欠格事由に該当する事実は存在しておりません。しかし

ながら、今後、何らかの理由により免許及び登録の取消・更新欠格による失効等があった場合には、当

回次 第13期 第14期 第15期 第16期 第17期

決算年月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月

売上高（千円） 98,726 125,854 774,422 4,480,103 8,075,937

経常利益（千円） 4,521 527 19,983 419,278 539,492

当期純利益（千円） 1,962 98 6,435 241,635 287,145

純資産額（千円） 10,236 20,335 64,271 355,906 1,397,452

総資産額（千円） 86,307 132,631 1,489,937 2,777,602 4,237,510

自社開発事業件数（件） － － 2 14 20

同売上高（千円） － － 448,249 3,863,717 7,882,637

共同開発事業件数（件） 2 2 5 4 －

同売上高（千円） 90,283 109,040 216,110 498,636 －

企画設計事業件数（件） 1 5 20 21 32

同売上高（千円） 5,000 16,814 110,051 117,750 188,200

その他売上（千円） － － － － 5,100



社の主要な事業活動に支障をきたし、業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

 ① 宅地建物取引業者免許  

 許可番号：国土交通大臣（１）第7067号  

 有効期間：平成17年６月25日から平成22年６月24日まで  

 ② 一級建築士事務所登録  

 登録番号：東京都知事登録 第49467号  

 有効期間：平成15年12月25日から平成20年12月25日まで  

(12) 構造計算書偽装問題について 

①第三者専門家による構造計算書再確認について 

 当社では、平成17年11月に発覚した構造計算書偽装問題を踏まえた調査を実施致しましたところ、当

社がこれまでに開発した物件において、国土交通省が公表した「姉歯元建築士及び姉歯物件に関係して

いた業者の関与した物件に係る調査の状況（関係者別）」に記載されている「関係者」が関与した物件

は存在しておりません。 

 当社が開発した物件について第三者専門家による構造計算書の再確認を行った結果、いずれの物件

も、建物の構造上、建築基準法に定める耐震性能を疑わせるような特段の事項がないことを確認してお

ります。 

 また、当社が今後開発する物件に関しては、再発防止に向けてのガイドラインや法令等が決定された

場合には当該決定に従った対策を実施致しますが、決定されるまでの間においては、第三者専門機関又

は第三者専門家による構造計算書の再確認を実施する方針であります。 

②不動産業界に対する影響について 

 姉歯元建築士が関与した建築物件に端を発した構造計算書偽装問題に関しては、大きな社会問題とな

り今後更に深化する可能性も否定できません。  

 この場合、建物の耐震性能をはじめとした不動産業界に対する不信感の高揚から、物件購入意欲の低

下や投資資金の不動産市場離れ等を惹起する可能性も否定できず、当社の業績に影響を及ぼす可能性が

あります。 

(13) 訴訟等の可能性について 

 当社は、コンプライアンス体制の整備及びその運用によって訴訟等の発生を回避するよう企業努力を

行っております。この結果、当事業年度末現在において訴訟が提起されている事実はありません。しか

しながら、今後、当社が販売した物件における瑕疵の発生、建築に際しての近隣住民からのクレーム等

これらに起因する訴訟その他の請求が発生する可能性があります。これらの訴訟等の内容及び結果によ

っては、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(14) 土壌汚染対策について 

 当社は、用地取得に際し、土壌汚染等による建築スケジュール及び物件の収益性への影響を排除する

ために、地歴調査を必須としております。 

 また、当社は開発用地取得に際し工場跡地・工場の隣地等土壌汚染の可能性がある地域を避けている

ことから、現時点においては工場廃棄物等による土壌汚染の可能性は低いと考えております。しかしな

がら、今後の業容拡大に伴い、当社が工場跡地等に物件を開発する場合、当該用地の土壌が有害物質等

で汚染されている可能性があります。また、既に当社が販売している物件の土壌において、土壌汚染の

問題が今後も一切発生しないということを、現時点において保証することはできません。従って、万

一、そのような事態が発生した場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 



(15) 今後の事業展開について 

 当社は、事業拡大のために現在の主力商品である「MODULOR」シリーズで培った企画・工法等を応用

した新商品の開発・販売を行うことを予定しております。 

 しかしながら、予期せぬ経済情勢の変化等により新商品による事業展開が計画どおりに実行できない

場合や、新商品の開発に想定以上の時間を要する場合には、当社の事業計画及び業績に影響を及ぼす可

能性があります。 

(16) 配当を実施していないことについて 

 当社は、株主に対する利益還元と同時に、財務体質の強化及び競争力の確保を経営の重要課題の一つ

として位置付けております。当社は、内部留保の充実を図り業容の拡大を目指すことが株主に対する最

大の利益還元につながるとの認識から、利益配当を実施しておりません。 

 今後は、当社を取り巻く事業環境を踏まえて、当社の業績見込み及び財務体質等を総合的に勘案し、

内部留保の充実を考慮しながら業績の成長に見合った利益還元を行っていく方針であります。 

(17) 潜在株式について 

 当社は、当社役職員の業績貢献及び経営への参加意識を高めるため、平成17年８月29日開催の臨時株

主総会の特別決議に基づき、新株予約権（以下、「ストックオプション」という。）を付与しておりま

す。 

 現在付与しているストックオプションが行使された場合には、１株当たりの株式の価値が希薄化する

可能性があります。また、ストックオプション行使によって発行された当社株式の売却によって、株価

形成に影響を及ぼす場合があります。 

(18) 個人情報の取扱いについて 

 当社は事業活動を通じて取得した個人情報及び当社の役職員に関する個人情報を保有しております。

当事業年度末現在、当社は「個人情報の保護に関する法律」に規定される「個人情報取扱事業者」には

該当いたしませんが、個人情報の取扱いについては個人情報取扱規程を制定の上、細心の注意を払って

おります。 

 しかしながら、万一外部漏洩等が発生し、当社が適切な対応を行えず、信用の失墜又は損害賠償によ

る損失が発生した場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

６ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中における将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。 

  

(1) 財政状態の分析 

（資産） 

 流動資産は、前事業年度末に比して1,442,162千円増加し、4,148,431千円となりました。これは、

主として現金及び預金が867,382千円増加したこと及び販売用不動産が378,850千円増加したこと等に

よるものであります。  

 固定資産は前事業年度末に比して17,744千円増加し、89,078千円となりました。  

 この結果、総資産は前事業年度末に比して1,459,907千円増加し、4,237,510千円（52.6%増）となり

ました。  

（負債） 

 流動負債は、前事業年度末に比して61,561千円増加し、2,418,057千円となりました。これは、主と

して支払手形が446,250千円、１年以内返済予定の長期借入金が495,000千円増加したことに対して、

短期借入金が1,010,724千円減少したことによるものであります。 

 固定負債は、前事業年度末に比して356,800千円増加し、422,000千円となりました。これは、

「HOTEL-MJ」の事業化によって長期借入金が増加したことによるものであります。 

 この結果、負債合計は前事業年度末に比して418,361千円増加し、2,840,057千円（17.3%増）となり

ました。 

（純資産） 

 純資産合計は、前事業年度末に比して1,041,545千円増加し、1,397,452千円となりました。この主

な要因は、公募増資により資本金が377,200千円増加して459,700千円となり、資本準備金が377,200千

円増加し402,200千円となったこと及び繰越利益剰余金が287,145千円増加して535,552千円となったこ

とによるものであります。 

  



(2) 経営成績の分析 

（売上高） 

 当事業年度の売上高は、8,075,937千円となりました。これを事業区分別でみますと以下のとおりに

なります。 

 自社開発事業では、「MODULOR」シリーズ19物件、「HOTEL-MJ」シリーズ１物件、合計20物件が竣

工・引渡となり売上高は7,882,637千円（前期比104.0%増）となりました。 

 企画設計事業では、取扱件数が32件となり、売上高は188,200千円（前期比59.8%増）となりまし

た。 

 また、信託受益権販売の媒介等により、その他売上高として5,100千円を計上しました。 

（売上総利益） 

 全体における売上総利益は1,353,037千円となり、売上総利益率は16.8%となりました。自社開発事

業における売上総利益は1,183,661千円となり、売上総利益率は15.0%となりました。企画設計事業に

おける売上総利益は164,365千円となり、売上総利益率は87.3%となりました。また、その他売上総利

益として5,010千円を計上しました。 

（販売費及び一般管理費） 

 人件費は371,120千円、人件費以外の経費は350,563千円となりました。全体では721,684千円となり

ました。 

（営業利益） 

 売上高8,075,937千円、営業費用7,444,584千円となり、この結果営業利益は631,353千円となりまし

た。 

（経常利益） 

 営業外収益は16,832千円であり、また、営業外費用は108,694千円となりました。 

 営業外費用の主な内訳は支払利息88,188千円、上場準備費用12,234千円であります。 

 この結果、経常利益は539,492千円となりました。 

（税引前当期純利益） 

 特別損失は固定資産除却損1,855千円となりました。この結果、税引前当期純利益は537,636千円と

なりました。 

（当期純利益） 

 当期純利益は、287,145千円となり、前期に比して45,509千円の増加となりました。 

  



(3) 経営成績に重要な影響を与える要因について 

当社の経営成績に重要な影響を与える要因といたしましては、景気、地価、金利の動向や法的規制、

物件引渡時期の変動並びに特定事業、特定取引先への依存度が高いこと等、様々なものが挙げられま

す。詳細につきましては、「第２ 事業の状況 ４ 事業等のリスク」をご参照ください。 

  

(4) 今後の経営戦略 

当社が関連する不動産業界におきましては、不動産投資市場に対して国内外の資金が流入しており、

今後につきましても、グローバルな投資資金の潮流を勘案しますと当該市場は拡大活性化することが予

想されます。 

 当社といたしましては、これらの状況をふまえ、高品質かつ高収益を実現する優良物件の供給者とし

て事業を推進してまいります。 

 上記を実現するために、当社の特長である技術力をベースに、市場が要請する新商品を開発しリリー

スすること、物件開発に係る仕組みを高度化すること、コア事業に特化することを通して「収益物件メ

ーカー」としての事業構築を行っております。 

 また、企業規模拡大を企図し、物件開発において重要な開発用地仕入れ、物件販売部門を強化してお

り、当社の得意とする狭小開発用地の取得及び販売先・手法の多様化を図っております。 

 これらによって、当社独自の市場を開拓しかつ強固な地位を確保できるように努めてまいります。 

  

(5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

（キャッシュ・フローの状況） 

 キャッシュ・フローについては、「１ 業績等の概要 (2) キャッシュ・フローの状況」に記載のと

おりであります。 

（資金需要） 

 当社の資金需要の主なものは、自社開発事業における用地取得、建築代金の一部及びその他経費等

開発プロジェクト資金を賄うためのものであります。 

（財務政策） 

 自社開発事業におけるプロジェクト資金につきましては、現状、銀行借入により調達を行っており

ますが、今後におきましては、資金調達の多様化を図ることによって最適な調達を行っていく方針で

あり、諸条件についても最も有利な手段を選択するべく検討することとしております。 

  

(6) 経営者の問題認識と今後の方針について 

当社の経営者は、現状の事業環境及び入手可能な情報に基づきまして最善の経営方針を立案するよう

努めておりますが、当社を取り巻く経営環境は、不動産市場動向、投資家動向、人口動向等国内の諸経

済情勢により影響を受けるものになっております。このため、市場に関する情報を幅広く入手し、市場

動向に迅速に対応しておりますが、業績と事業計画に大きな乖離が生じる可能性がある場合は、事業計

画を抜本的に見直し、環境変化への適応を適切に行う所存であります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当事業年度における当社の設備投資（有形固定資産及び無形固定資産）は、総額で18,884千円であ

り、その主なものは、本社事務所改修工事、人員増加に伴う事務機器の購入等であります。 

 なお、当事業年度において重要な設備の売却、除却等はありません。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

平成18年12月31日現在 

 
(注) １ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 現在休止中の設備はありません。 

３ 本社及び札幌支店建物は賃借しており、年間賃借料は37,455千円であります。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

該当事項はありません。 

  

事業所名 
(所在地)

事業部門 設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)

建物 車両運搬具 工具器具備品 合計

本社 
(東京都渋谷区)

― 本社機能 13,587 222 9,770 23,580 41

札幌支店 
（北海道札幌市 
中央区）

― 支店設備 4,611 377 601 5,590 9



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

 
  

②【発行済株式】 

  

 
(注) 発行済株式のうち、現物出資（金銭債権14,750千円）により発行した株数が2,950株（株式分割考慮後）含まれ

ております。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 56,000

計 56,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年12月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年３月28日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 16,000 16,000
東京証券取引所
(マザーズ市場)

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式。

計 16,000 16,000 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

① 新株予約権 

平成18年改正前商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権(ストックオプ

ション) 

 
(注) １ 新株予約権１個につき株式数は、１株であります。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、

調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
また、調整前払込金額を下回る価額で新株を発行する場合または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使

により新株を発行する場合は除く。）は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端

数は切り上げる。 

 
３ 退職等により失権した新株予約権の個数と新株予約権の目的となる株式の数は除外しております。 

  

臨時株主総会の特別決議日（平成17年８月29日）

事業年度末現在
(平成18年12月31日)

提出日の前月末現在 
(平成19年２月28日)

新株予約権の数(個) 698(注1) 696(注1)

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 698 696

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり100,000(注2) 同左

新株予約権の行使期間
平成19年８月30日～
平成27年８月29日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格   100,000
資本組入額   50,000

同左

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当を受けた
者が、権利行使時において、
当社の取締役、監査役、従業
員または顧問たる地位を保有
していることとする。ただ
し、任期満了による退任、定
年による退職の場合はこの限
りではない。 
 新株予約権の質入れ、担保
権の設定及び相続は認めない
ものとする。 
 その他の条件については、
本株主総会及び取締役会決議
に基づき、当社と新株予約権
の割当を受けた者との間で締
結する「新株予約権割当契
約」に定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには取
締役会の承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
調整前払込金額

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数



(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) １ 有償株主割当（現物出資）１：0.25 50株 

割当先：今井武一 

発行価格   100,000円 

資本組入額  100,000円 

２ 有償株主割当（現物出資）１：0.2  50株 

 割当先：今井武一 

発行価格   100,000円 

資本組入額  100,000円 

３ 株式分割 

(１:２) 

４ 有償第三者割当 

割当先：リビング１号投資事業組合、今井武一他10名 

発行価格    50,000円 

資本組入額   50,000円 

５ 有償第三者割当(現物出資) 

割当先：今井武一他２名 

発行価格    50,000円 

資本組入額   50,000円 

６ 株式分割 

(１:10) 

７ 新株予約権の権利行使 

行使価格    5,000円 

資本組入額   5,000円 

行使者：今井武一他18名 

８ 有償第三者割当 

割当先：みずほキャピタル第２号投資事業有限責任組合、株式会社ケイアイム、株式会社東京三菱銀行（現

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行）他15名 

発行価格   100,000円 

資本組入額   50,000円 

９ 有償一般募集(ブックビルディング方式) 

発行価格   410,000円    引受価額   377,200円    資本組入額   188,600円 

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成15年５月15日
(注1)

50 250 5,000 15,000 ― ―

平成15年５月17日
(注2)

50 300 5,000 20,000 ― ―

平成16年４月27日
(注3)

300 600 ― 20,000 ― ―

平成16年６月16日
(注4)

505 1,105 25,250 45,250 ― ―

平成16年６月16日
(注5)

95 1,200 4,750 50,000 ― ―

平成16年10月13日
(注6)

10,800 12,000 ― 50,000 ― ―

平成16年12月31日
(注7)

1,500 13,500 7,500 57,500 ― ―

平成17年４月28日
(注8)

500 14,000 25,000 82,500 25,000 25,000

平成18年６月19日
(注9)

2,000 16,000 377,200 459,700 377,200 402,200



(5) 【所有者別状況】 

平成18年12月31日現在 

 
  

(6) 【大株主の状況】 

平成18年12月31日現在 

 
  

区分

株式の状況
単元未満株
式の状況

政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数 
(人)

― 9 12 27 7 ― 992 1,047 ―

所有株式数 
(株)

― 570 390 770 227 ― 14,043 16,000 ―

所有株式数 
の割合(％)

― 3.6 2.4 4.8 1.4 ― 87.8 100.0 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

今井 武一 東京都品川区 7,500 46.88

三輪 秀一 北海道札幌市清田区 450 2.81

阿部 瑞枝 東京都港区 450 2.81

渡辺 晋 東京都渋谷区 400 2.50

森野 英昭 千葉県柏市 383 2.39

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１－２－10 283 1.77

今給黎 健 埼玉県さいたま市南区 200 1.25

北村 文男 東京都日野市 200 1.25

成定 昭雄 東京都杉並区 200 1.25

岩井 一隆 東京都江東区 200 1.25

有限会社スタイリッシュパート
ナーズ

東京都新宿区西早稲田３－30－８－702 200 1.25

計 ― 10,466 65.41



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年12月31日現在 

 
  

② 【自己株式等】 

平成18年12月31日現在 

 
  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

当社はストックオプション制度を採用しております。当該制度は、平成18年改正前商法第280条

ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、ストックオプションとして、株主以外の者に対し特に有利

な条件をもって新株予約権を発行することの承認を平成17年８月29日開催の臨時株主総会で決議さ

れたものであります。当該制度の主な内容は次のとおりであります。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 16,000 16,000 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 16,000 ― ―

総株主の議決権 ― 16,000 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

決議年月日 平成17年８月29日

付与対象者の区分及び人数
当社の取締役１名及び従業員18名
合計19名

新株予約権の目的となる株式の種類
「(2)新株予約権等の状況」に記載
しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項

同上



２ 【自己株式の取得等の状況】 

   
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

    該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

    該当事項はありません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

    該当事項はありません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

    該当事項はありません。 

  

３ 【配当政策】 

 当社は、今後の成長と経営体質強化に必要な内部留保を確保するために、現在まで配当は実施してお

りません。しかしながら、株主の皆様への利益還元を重要な経営課題の一つと考え、当社を取り巻く事

業環境を踏まえて業績推移及び財務体質等を総合的に勘案し、内部留保の充実を考慮しながら事業の成

長に見合った利益還元を行っていくことを基本方針としております。 

 内部留保資金につきましては、今後の成長に向けた運転資金に充当する方針であります。 

 なお、当社は会社法454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定めております。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、東京証券取引所(マザーズ市場)におけるものであります。 

なお、当社株式は、平成18年６月20日から東京証券取引所(マザーズ市場)に上場されております。それ以前に

ついては、該当事項はありません。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、東京証券取引所(マザーズ市場)におけるものであります。 

  

【株式の種類等】 該当事項はありません。

回次 第13期 第14期 第15期 第16期 第17期

決算年月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月

最高(円) ― ― ― ― 791,000

最低(円) ― ― ― ― 257,000

月別 平成18年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 570,000 466,000 420,000 419,000 392,000 345,000

最低(円) 310,000 324,000 350,000 328,000 257,000 283,000



５ 【役員の状況】 

  

 
(注)１ 監査役小見戸實及び片岡弘史は、会社法第２条第16号に定める社外監査役の要件を満たしております。 

  ２ 取締役の任期は、平成20年12月期に関する定時株主総会の終結の時までであります。 

  ３ 監査役の任期は、平成21年12月期に関する定時株主総会の終結の時までであります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

代表取締役 

社長
― 今 井 武 一 昭和18年２月14日

昭和41年４月 武田薬品工業株式会社入社

(注)2 7,500

昭和46年４月 株式会社丸増入社

昭和52年２月 株式会社札幌丸増代表取締役就任

平成10年３月 株式会社タケインターナショナル

（現当社）代表取締役就任（現

任）

取締役副社長 ― 三 輪 秀 一 昭和29年８月22日

平成３年５月 株式会社三輪設計代表取締役就任

(注)2 450

平成15年10月 株式会社タケインターナショナル

（現当社）取締役就任

平成16年５月 当社専務取締役就任

平成18年５月 当社取締役副社長就任(現任)

取締役

執行役員 

不動産流動化

事業本部長

北 村 文 男 昭和34年11月28日

平成10年８月 株式会社アイトーン取締役就任

(注)2 200

平成16年６月 当社取締役管理部長就任

平成18年８月 当社取締役常務執行役員管理部長

就任

平成19年３月 当社取締役執行役員不動産流動化

事業本部長就任（現任）

取締役

執行役員 

エンジニアリ

ング本部長

松 原   誠 昭和27年６月24日

平成３年10月 株式会社青木建設（現青木あすな

ろ建設株式会社）入社

(注)2 ―
平成18年３月 当社入社札幌支店長就任

平成18年８月 当社執行役員札幌支店長就任

平成19年３月 当社取締役執行役員エンジニアリ

ング本部長就任(現任)

取締役
執行役員 

管理本部長
山 本 敏 充 昭和43年１月21日

平成３年４月 株式会社日本興業銀行（現株式会

社みずほコーポレート銀行）入行

(注)2 100
平成16年７月 当社入社経営企画部長就任

平成18年８月 当社執行役員経営企画部長就任

平成19年３月 当社取締役執行役員管理本部長就

任（現任）

取締役 ― 今給黎   健 昭和24年12月25日

昭和47年４月 株式会社長谷川工務店（現株式会

社長谷工コーポレーション）入社

(注)2 200

平成10年８月 株式会社ゼファー取締役住宅事業

部長就任

平成12年６月 株式会社ケイアイム代表取締役就

任（現任）

平成19年３月 当社取締役就任（現任）

監査役 

（常勤）
―

小見戸   實

(注)1
昭和12年1月29日

昭和35年４月 大洋漁業株式会社入社

(注)3 105
平成10年４月 暁魚類株式会社代表取締役就任

平成13年９月 株式会社タケインターナショナル

（現当社）監査役就任（現任）

監査役 

（非常勤）
―

片 岡 弘 史

(注)1
昭和16年3月2日

昭和34年３月 武田薬品工業株式会社入社

(注)3 5
平成２年５月 レインボー薬品株式会社取締役管

理部長就任

平成17年３月 当社監査役就任(現任)

計 8,560



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

経営のグローバル化が進展する中、更なる業容拡大、企業価値向上の観点から、経営判断の迅速性・

効率性を確保する一方で、コーポレート・ガバナンスの充実に向けて、企業倫理・コンプライアンスに

関して全役職員が共通の認識を持ち、的確で公正な意思決定を行う風土を醸成する仕組みを整備すると

ともに、積極的且つ迅速な情報開示による経営の透明性と健全性の向上を実現するための組織体制の継

続的な改善強化に努めてまいります。 

  

(2) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

① 会社の機関の基本説明 

当社は取締役会を当社業務に精通した取締役で構成することにより経営効率の維持・向上を図

る一方、社外監査役を含む監査役機能の充実により経営の健全性の維持・強化を図っておりま

す。 

当社は監査役制度を採用しており、有価証券報告書提出日現在取締役は６名、監査役は２名で

あります。 

② 当社における会社の機関・内部統制の関係 

業務執行・監視及び内部統制の仕組みの模式図は、次のとおりとなります。 

  

 

  

③ 内部統制・リスク管理体制の整備の状況 

当社は、業務の有効性と効率性、財務報告の信頼性、関連法規の遵守を図るため、以下のとお

り内部統制・リスク管理体制を整備・運用しております。 

業務の有効性と効率性を図る観点から、取締役会を原則として毎月１回開催しており、必要に

応じて臨時取締役会を適宜開催しております。取締役会での決定事項に基づく業務執行につきま

しては、代表取締役社長の下、業務を管轄する取締役執行役員、執行役員、各部室長が迅速に遂

行しております。あわせて内部牽制体制機能を確立するため、組織規程、職務権限規程等におい

てそれぞれの職務権限や実行責任者の明確化、適切な業務手続を定めております。 



④ 内部監査及び監査役監査の状況 

内部統制の有効性及び実際の業務遂行状況についての業務監査を計画的に実施するために、内

部監査室長１名を配置した内部監査室を代表取締役社長の直轄にて設置し、監査役と情報を共有

しつつ内部統制の遵守・整備状況を定期的に確認しております。また、その中で新たな課題を検

討し、必要に応じて具体的な解決策の策定を担当部門に指示するとともに、その進捗管理を実施

しております。 

また、監査役２名において監査役協議会を組成し、監査役相互間の連携強化に努めておりま

す。 

なお、内部監査室長、監査役及び監査法人は定期的にミーティングを行い、的確な監査を実施

するよう連携を密にしております。 

⑤ 社外取締役及び社外監査役との関係 

当社は社外取締役を選任しておりません。社外監査役と当社との間には人的関係、取引関係、

その他利害関係はありませんが、当社の株主（持株総数110株）として資本的関係があります。 

⑥ 会計監査の状況 

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は新日本監査法人に所属する浜田正継、荒尾泰則の

２名であり、独立の立場から会計に関する意見表明を受けております。当社の会計監査業務に係

る補助者は、公認会計士６名、会計士補２名であります。 

  

(3) 役員報酬及び監査報酬の内容 

 当事業年度における当社取締役及び監査役に対する役員報酬及び監査法人に対する監査報酬は以

下のとおりであります。 

   役員報酬 

    社内取締役に支払った報酬    78,420千円 

    社外取締役に支払った報酬    ―千円 

    社内監査役に支払った報酬     ―千円 

    社外監査役に支払った報酬   7,200千円 

  

   監査報酬 

 
  

公認会計士法（昭和23年法律第103号） 

第２条第１項に定める監査又は証明業務に係る報酬
  15,000千円



第５ 【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前事業年度(平成17年１月１日から平成17年12月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５号)附則第２

項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

また、前事業年度(平成17年１月１日から平成17年12月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成18年１月１日から平成18年12月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度(平成17年１月１日から平成17年12月31日

まで)及び当事業年度(平成18年１月１日から平成18年12月31日まで)の財務諸表について、新日本監査法

人の監査を受けております。 

なお、前事業年度に係る監査報告書は、平成18年５月19日に提出した有価証券届出書に添付されたもの

を利用しております。 

３ 連結財務諸表について 

当社は、子会社がないため連結財務諸表を作成しておりません。 

  



１ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 
  

前事業年度
(平成17年12月31日)

当事業年度 
(平成18年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 427,212 1,294,594

 ２ 完成工事未収入金 76,500 93,980

 ３ 営業未収入金 5,395 24,600

 ４ 販売用不動産 ― 378,850

 ５ 開発用土地 ※1 2,128,515 2,078,788

 ６ 原材料 ― 12,808

 ７ 未成工事支出金 36,251 229,810

 ８ 貯蔵品 76 30

 ９ 前渡金 1,062 ―

 10 前払費用 20,543 14,306

 11 繰延税金資産 10,711 19,293

 12 その他 ― 1,368

   流動資産合計 2,706,268 97.4 4,148,431 97.9

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 20,114 25,962

    減価償却累計額 3,098 17,016 7,763 18,198

  (2) 車両運搬具 5,180 3,847

    減価償却累計額 3,310 1,870 3,247 599

  (3) 工具器具備品 13,999 19,399

    減価償却累計額 6,028 7,970 9,026 10,372

   有形固定資産合計 26,857 1.0 29,171 0.7

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 2,941 4,813

  (2) 電話加入権 442 515

   無形固定資産合計 3,383 0.1 5,329 0.1

 ３ 投資その他の資産

  (1) 出資金 ― 10

  (2) 長期前払費用 3,915 1,657

  (3) 繰延税金資産 278 640

  (4) 敷金・保証金 36,899 52,269

   投資その他の資産合計 41,093 1.5 54,577 1.3

   固定資産合計 71,333 2.6 89,078 2.1

   資産合計 2,777,602 100.0 4,237,510 100.0



 
  

前事業年度
(平成17年12月31日)

当事業年度 
(平成18年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 ― 446,250

 ２ 営業未払金 1,910 19,306

 ３ 短期借入金 ※1 2,178,224 1,167,500

 ４ 一年以内返済予定の 
   長期借入金

※1 23,200 518,200

 ５ 未払金 ― 4,735

 ６ 未払費用 13,888 16,185

 ７ 未払法人税等 114,231 212,954

 ８ 未払消費税等 10,290 8,381

 ９ 預り金 4,435 8,826

 10 前受収益 150 ―

 11 金利スワップ負債 10,165 5,717

 12 賞与引当金 ― 10,000

   流動負債合計 2,356,495 84.8 2,418,057 57.1

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※1 65,200 422,000

   固定負債合計 65,200 2.4 422,000 9.9

   負債合計 2,421,695 87.2 2,840,057 67.0

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※2 82,500 3.0 ― ―

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 25,000 ―

   資本剰余金合計 25,000 0.9 ― ―

Ⅲ 利益剰余金

 １ 当期未処分利益 248,406 ―

   利益剰余金合計 248,406 8.9 ― ―

   資本合計 355,906 12.8 ― ―

   負債及び資本合計 2,777,602 100.0 ― ―



 
  

前事業年度
(平成17年12月31日)

当事業年度 
(平成18年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 459,700 10.9

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 402,200

   資本剰余金合計 ― ― 402,200 9.5

 ３ 利益剰余金

  (1) その他利益剰余金

   繰越利益剰余金 ― 535,552

   利益剰余金合計 ― ― 535,552 12.6

   株主資本合計 ― ― 1,397,452 33.0

   純資産合計 ― ― 1,397,452 33.0

   負債純資産合計 ― ― 4,237,510 100.0



② 【損益計算書】 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年１月１日
 至 平成17年12月31日)

当事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

 １ 自社開発事業売上 3,863,717 7,882,637

 ２ 共同開発事業売上 498,636 ―

 ３ 企画設計事業売上 117,750 188,200

 ４ その他売上 ― 4,480,103 100.0 5,100 8,075,937 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 自社開発事業売上原価 3,048,671 6,698,976

 ２ 共同開発事業売上原価 406,963 ―

 ３ 企画設計事業売上原価 20,975 23,834

 ４ その他売上原価 ― 3,476,610 77.6 89 6,722,900 83.2

   売上総利益 1,003,493 22.4 1,353,037 16.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 役員報酬 64,200 85,620

 ２ 給与手当 120,295 232,781

 ３ 賞与 8,810 ―

 ４ 賞与引当金繰入額 ― 10,000

 ５ 法定福利費 20,324 33,714

 ６ 一般報酬 17,508 20,091

 ７ 外注費 6,538 4,571

 ８ 旅費交通費 15,144 19,291

 ９ 通信費 2,921 4,558

 10 交際費 7,286 12,907

 11 地代家賃 29,245 57,239

 12 事務用品費 4,278 5,793

 13 支払手数料 126,955 98,192

 14 減価償却費 9,680 12,271

 15 長期前払費用償却費 1,532 2,758

 16 租税公課 40,218 58,576

 17 その他 42,725 517,665 11.6 63,317 721,684 9.0

   営業利益 485,828 10.8 631,353 7.8



 
  

前事業年度
(自 平成17年１月１日
 至 平成17年12月31日)

当事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 2 92

 ２ 為替差益 0 ―

 ３ 賃料収入 9,444 9,671

 ４ 金利スワップ評価益 3,381 4,448

 ５ その他 1,219 14,048 0.4 2,619 16,832 0.2

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 62,314 88,188

 ２ 為替差損 ― 345

 ３ 支払手数料 2,600 ―

 ４ 新株発行費 425 ―

 ５ 株式交付費 ― 7,820

 ６ 上場準備費用 14,815 12,234

 ７ その他 442 80,598 1.8 105 108,694 1.3

   経常利益 419,278 9.4 539,492 6.7

Ⅵ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※1 501 501 0.0 1,855 1,855 0.0

   税引前当期純利益 418,776 9.4 537,636 6.7

   法人税、住民税 
   及び事業税

187,923 259,435

   法人税等調整額 △10,783 177,140 4.0 △8,944 250,491 3.1

   当期純利益 241,635 5.4 287,145 3.6

   前期繰越利益 6,771 ―

   当期未処分利益 248,406 ―



売上原価明細書 

  

 
(注) 原価計算方法は、個別原価計算によっております。 

  

③ 【株主資本等変動計算書】 

  
当事業年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

当事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

Ⅰ 自社開発事業売上原価

   土地 1,680,150 55.1 3,509,785 52.4

   外注費 1,355,940 44.5 3,189,190 47.6

   共同事業分配金 12,580 0.4 ― ―

  自社開発事業売上原価 3,048,671 100.0 6,698,976 100.0

Ⅱ 共同開発事業売上原価

   土地 190,296 46.8 ― ―

   外注費 216,667 53.2 ― ―

  共同開発事業売上原価 406,963 100.0 ― ―

Ⅲ 企画設計事業売上原価

   外注費 20,975 100.0 23,834 100.0

  企画設計事業売上原価 20,975 100.0 23,834 100.0

Ⅳ その他売上原価

   原材料 ― ― 89 100.0

  その他売上原価 ― ― 89 100.0

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

資本剰余金合

計

その他利益剰余金 利益剰余金合

計繰越利益剰余金

平成17年12月31日残高(千円) 82,500 25,000 25,000 248,406 248,406 355,906 355,906

事業年度中の変動額

 新株の発行 377,200 377,200 377,200 － － 754,400 754,400

 当期純利益 － － － 287,145 287,145 287,145 287,145

事業年度中の変動額合計(千円) 377,200 377,200 377,200 287,145 287,145 1,041,545 1,041,545

平成18年12月31日残高(千円) 459,700 402,200 402,200 535,552 535,552 1,397,452 1,397,452



④ 【キャッシュ・フロー計算書】 
  

   

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

当事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
   税引前当期純利益 418,776 537,636

   減価償却費 9,680 12,271

   長期前払費用償却額 1,975 2,758

   新株発行費 425 －

   株式交付費 － 7,820

   賞与引当金の増加額 － 10,000

   受取利息 △2 △92

   支払利息 62,314 88,188

   為替差益 △0 －

   上場準備費用 14,815 12,234

   支払手数料 2,600 －

   金利スワップ評価益 △3,381 △4,448

   固定資産除却損 501 1,855

   売上債権の増加額 △61,628 △36,684

   たな卸資産の増加額 △1,015,516 △535,444

   仕入債務の増減額 △255,623 463,645

   営業預り金の減少額 △77,040 －
   その他 12,322 14,060

    小計 △889,780 573,800

   利息の受取額 2 92
   利息の支払額 △74,825 △79,163
   法人税等の支払額 △73,692 △164,963

   営業活動によるキャッシュ・フロー △1,038,295 329,766

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
   定期積金の預入れによる支出 △600 －

   定期積金の払戻しによる収入 1,000 －

   有形固定資産の取得による支出 △21,675 △15,612

   有形固定資産の売却による収入 － 496

   無形固定資産の取得による支出 △3,254 △3,271

   敷金保証金の支払による支出 △20,802 △24,003

   敷金保証金の減少による収入 826 5,095
   その他 △2,902 △510

   投資活動によるキャッシュ・フロー △47,408 △37,805

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
   短期借入れによる収入 3,198,174 5,196,830

   短期借入金の返済による支出 △1,935,362 △6,207,554

   長期借入れによる収入 － 875,000

   長期借入金の返済による支出 △50,172 △23,200

   株式の発行による収入 49,574 746,579

   上場準備費用の支出 △14,815 △12,234
   その他 △1,269 －

   財務活動によるキャッシュ・フロー 1,246,128 575,421

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 0 －

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 160,424 867,382

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 266,787 427,212

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※1 427,212 1,294,594



⑤ 【利益処分計算書】 

  

 
  

  

  

前事業年度
(平成17年12月期) 
株主総会承認日 

（平成18年３月28日）

区分
注記 
番号

金額(千円)

Ⅰ 当期未処分利益 248,406

Ⅱ 利益処分額 ―

Ⅲ 次期繰越利益 248,406



重要な会計方針 

  

 
  

項目
前事業年度

(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

当事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

１ デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

デリバティブ

 時価法

  但し、特例処理の要件を満たす金

利スワップについては、特例処理に

よっております。

デリバティブ

同左

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) ― (1) 販売用不動産 

 個別法による原価法

(2) 開発用土地及び未成工事支出金 

 個別法による原価法

(2) 開発用土地及び未成工事支出金

同左

(3) ― (3) 原材料 

 先入先出法による原価法

(4) 貯蔵品 

 最終仕入原価法

(4) 貯蔵品

同左

３ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

 定率法

  但し、平成10年４月以降に取得し

た建物(建物附属設備は除く)につい

ては、定額法を採用しており、その

うち展示用建物については、見込使

用期間を耐用年数として採用してお

ります。

  なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

   建物       ３～12年

   車両運搬具    ３～５年

   工具器具備品   ３～８年

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

 自社利用のソフトウェアについて

は、社内における見込利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっており

ます。

(2) 無形固定資産

同左

４ 繰延資産の処理方法 (1) 新株発行費

 支出時に全額費用処理しておりま

す。

(1) ―

(2) ― (2) 株式交付費 

 支出時に全額費用処理しておりま

す。



 
  

項目
前事業年度

(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

当事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

 なお、当事業年度につきましては、

債権の回収が確実であると見込まれる

こと及び過去の貸倒実績がないこと等

により計上しておりません。

(1) 貸倒引当金

同左

(2) ― (2) 賞与引当金 

 当社は従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見込額に基

づき当事業年度負担額を計上しており

ます。

６ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

  特例処理の要件を満たしている金

利スワップについては、特例処理に

よっております。

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段・・・・金利スワップ 

 ヘッジ対象・・・・借入金の利息

(3) ヘッジ方針

  変動金利借入利息の将来の金利上

昇による増加を軽減することを目的

に、変動金利受取固定金利支払の金

利スワップ取引を行っております。

(4) ヘッジ有効性の評価

  特例処理によっている金利スワッ

プについては、有効性の評価を省略

しております。

７ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

 手許現金、要求払預金及び取得日か

ら３ヵ月以内に満期日の到来する流動

性の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない短期的な投資からなって

おります。

同左

８ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 なお、資産にかかる控除対象外消費

税等は発生事業年度の期間費用として

おります。

消費税等の会計処理

同左



会計処理の変更 

  

 
  

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日)

当事業年度
(自 平成18年１月１日 
 至 平成18年12月31日)

― １．固定資産の減損に係る会計基準
 当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」
（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見
書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定
資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委
員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６号）
を適用しております。 
 これによる影響はありません。

― ２．貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 
 当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関す
る会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９日
企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表
示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会
平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号）を適用
しております。 
 なお、従来の資本の部の合計に相当する金額は1,397,452
千円であります。 
 財務諸表等規則の改正により、当事業年度における貸借
対照表の純資産の部については、改正後の財務諸表等規則
により作成しております。

― ３．繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い 
 当事業年度から「繰延資産の会計処理に関する当面の取
扱い」（企業会計基準委員会 平成18年８月11日 実務対
応報告第19号）を適用しております。 
 前事業年度において営業外費用の内訳としていた「新株
発行費」は、当事業年度より「株式交付費」として表示す
る方法に変更しております。 
 前事業年度において営業活動によるキャッシュ・フロー
の内訳として表示していた「新株発行費」は、当事業年度
より「株式交付費」として表示する方法に変更しておりま
す。

― ４．ストック・オプション等に関する会計基準等 
 当事業年度から「ストック・オプション等に関する会計
基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月27日 企業会
計基準第８号）及び「ストック・オプション等に関する会
計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 最終改正平成
18年５月31日 企業会計基準適用指針第11号）を適用して
おります。 
 これによる、損益に与える影響はありません。



表示方法の変更 

  

 
  

追加情報 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

当事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

(損益計算書関係) 

 前事業年度までは販売費及び一般管理費の「その他」

に含めて表示しておりました「租税公課」については、

当事業年度において販売費及び一般管理費の総額の百分

の五を超えたため、区分掲記することとしました。な

お、前事業年度は、販売費及び一般管理費「その他」に

3,952千円含まれております。

―

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

当事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

 当社は、法定実効税率の算定にあたり、課税所得の見

積に基づき、従来まで軽減税率を適用した32.3%を採用

しておりましたが、当事業年度において将来年度の課税

所得の見積額の増加が合理的に予測されることとなった

ため、42.05%を採用しております。 

 この結果、法人税等調整額は2,548千円減少し、繰延

税金資産は同額増加しております。

 当社は平成18年６月19日を払込期日とする新株式発行

により資本金が１億円超となった為、法人事業税におけ

る外形標準課税制度の適用を受けることとなりました。 

 そのため、当事業年度から「法人事業税における外形

標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の

取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準実務対応報

告第12号）に従い、法人事業税の付加価値割及び資本割

については、販売費及び一般管理費に計上しておりま

す。 

 この結果、販売費及び一般管理費は6,751千円増加

し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が同額減

少しております。 

 また、これに伴い税効果会計に使用する法定実効税率

を前事業年度の42.05%から40.69%に変更しております。 

 なお、この変更による影響は軽微であります。



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

(損益計算書関係) 

  

 
  

(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

発行済株式の種類及び総数に関する事項 

   
(注) 普通株式の発行済株式総数の増加2,000株は、新規上場に際しての新規株式発行によるものであります。 

  
  

(キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成17年12月31日)

当事業年度
(平成18年12月31日)

※１ 担保資産及び担保付債務

   (イ)担保に供している資産は、次のとおりであり

ます。

開発用土地 1,988,632千円

計 1,988,632千円

※１ 担保資産及び担保付債務

   (イ)担保に供している資産は、次のとおりであり

ます。

開発用土地 1,985,104千円

計 1,985,104千円

 

   (ロ)担保付債務は、次のとおりであります。

短期借入金 2,094,324千円

計 2,094,324千円

 

 

   (ロ)担保付債務は、次のとおりであります。

短期借入金 1,143,000千円

１年内返済予定長期借入金 495,000千円

長期借入金 380,000千円

計 2,018,000千円

 

 

※２ 授権株式数及び発行済株式数

授権株式数 普通株式 56,000株

発行済株式数 普通株式 14,000株

 

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

当事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

 

※１ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。

建物 501千円

計 501千円

 
 

※１ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。

建物 1,855千円

計 1,855千円

 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株)(注) 14,000 2,000 － 16,000

合計(株) 14,000 2,000 － 16,000

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

当事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高は、貸借対照表の

「現金及び預金」勘定の金額と一致しております。

※１         同左



(リース取引関係) 

前事業年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

該当事項はありません。 

  

当事業年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

該当事項はありません。 

  

(有価証券関係) 

前事業年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

該当事項はありません。 

  

当事業年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

該当事項はありません。 

  



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

当事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

(1) 取引の内容

   当社の利用しているデリバティブ取引は、金利ス

ワップ取引であります。

(1) 取引の内容

同左

(2) 取引に対する取組方針

   当社のデリバティブ取引は、将来の金利変動によ

るリスクを回避する目的としており、投機的な取引

は行わない方針です。

(2) 取引に対する取組方針

同左

(3) 取引の利用目的

   当社のデリバティブ取引は、借入金利の将来の金

利市場における利率上昇による変動リスクを回避す

る目的で利用しております。

   なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を

行っております。

  ① ヘッジ会計の方法

   特例処理によっております。

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

   ヘッジ手段  金利スワップ

   ヘッジ対象  借入金の利息

  ③ ヘッジ方針

   金利リスクの低減のため対象債務の範囲内でヘッ

ジを行っています。

  ④ ヘッジ有効性評価の方法

   特例処理によっている金利スワップについては、

有効性の評価は省略しております。

(3) 取引の利用目的

同左

(4) 取引に係るリスクの内容

   金利スワップ取引は市場金利の変動によるリスク

を有しております。

   なお、取引相手先は信用度の高い国内の銀行であ

るため、信用リスクはほとんどないと判断しており

ます。

(4) 取引に係るリスクの内容

同左

(5) 取引に係るリスク管理体制

   デリバティブ取引は、重要性により社長又は取締

役会の承認を経て管理部が実行しております。

(5) 取引に係るリスク管理体制

同左

(6) 取引の時価等に関する事項についての補足説明

   「契約額等」は名目的な契約額又は計算上の想定

元本であり、当該金額がそのまま市場リスク量又は

信用リスク量を表すものではありません。

(6) 取引の時価等に関する事項についての補足説明

同左



２ 取引の時価等に関する事項 

金利関連 

  

 
(注) １ 時価の算定方法 取引金融機関から提示された価格に基づき算定しております。 

２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は記載の対象から除いております。 

  

(退職給付関係) 

前事業年度（平成17年12月31日） 

当社は退職給付制度を採用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

当事業年度（平成18年12月31日） 

当社は退職給付制度を採用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

  

区分 種類

前事業年度末
（平成17年12月31日）

当事業年度末 
（平成18年12月31日）

契約額等 
（千円）

契約額等の 
うち１年超 
(千円)

時価
（千円）

評価損益
（千円）

契約額等
（千円）

契約額等の
うち１年超 
(千円)

時価 
（千円）

評価損益
（千円）

市場取引以
外の取引 
 

スワップ取引 
支払固定・受取
変動

200,000 200,000 △10,165 △10,165 200,000 200,000 △5,717 △5,717

合計 200,000 200,000 △10,165 △10,165 200,000 200,000 △5,717 △5,717



(ストック・オプション等関係) 

当事業年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1) ストック・オプションの内容 

 
  

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

① ストック・オプションの数 

 
  

② 単価情報 

 
  

第２回新株予約権
会社名 提出会社

決議年月日 平成17年８月29日

付与対象者の区分及び人数
当社の取締役  １名
当社の従業員  18名

ストック・オプション数 普通株式  700株

付与日 平成17年８月29日

権利確定条件

 新株予約権の割当を受けた者が、権利行使時
において、当社の取締役、監査役、従業員また
は顧問たる地位を保有していることとする。た
だし、任期満了による退任、定年による退職の
場合はこの限りではない。

対象勤務期間
平成17年８月29日
～平成19年８月29日

権利行使期間
平成19年８月30日
～平成27年８月29日

第２回新株予約権

会社名 提出会社

決議年月日 平成17年８月29日

権利確定前（株）

 前事業年度末 700

 付与 －

 失効 2

 権利確定 －

 未確定残 698

権利確定後（株）

 前事業年度末 －

 付与 －

 失効 －

 権利確定 －

 未確定残 －

第２回新株予約権

会社名 提出会社

決議年月日 平成17年８月29日

権利行使価格（円） 100,000

行使時平均株価（円） －



(税効果会計関係) 

  

 
  

(持分法損益等) 

  

前事業年度 
(平成17年12月31日)

当事業年度
(平成18年12月31日)

 

 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

  繰延税金資産

   ①流動資産

未払事業税 10,382千円

未払労働保険料 328千円

   ②固定資産

減価償却超過額 278千円

繰延税金資産合計 10,989千円
 

 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

  繰延税金資産

   ①流動資産

未払事業税 14,347千円

賞与引当金 4,069千円

賞与引当金に係る未払社会

保険料
514千円

未払労働保険料 363千円

   ②固定資産

減価償却超過額 640千円

繰延税金資産合計 19,933千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異が、法定実効税率の百分の五以下であるた

め注記を省略しております。

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.0％

住民税均等割額 0.1％

留保金課税額 4.9％

その他 △0.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 46.6％

  

３ 税率変更の影響 

 税率変更の影響につきましては、財務諸表等の追加

情報をご参照ください。

３ 税率変更の影響

同左

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

当事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

関連会社がないため記載しておりません。 

 

同左



【関連当事者との取引】 

前事業年度(自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日) 

該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日) 

該当事項はありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額の算定上の基礎 

 
   

２ １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎 

 
  

(重要な後発事象) 

  

 
  

項目
前事業年度

(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

当事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

１株当たり純資産額 25,421円93銭 87,340円78銭

１株当たり当期純利益金額 17,459円24銭 19,049円06銭

潜在株式調整後調整後１株当たり当
期純利益金額

 潜在株式調整後１株当たり当期純
利益金額については、新株予約権の
残高はありますが、当社株式は非上
場であり、期中平均株価が把握でき
ないため、記載しておりません。

18,706円55銭

項目
前事業年度

(平成17年12月31日)
当事業年度

(平成18年12月31日)

純資産の部の合計額(千円) ― 1,397,452

普通株式に係る純資産額(千円) ― 1,397,452

普通株式の発行済株式数(株) ― 16,000

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(株)

― 16,000

項目
前事業年度

(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

当事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

損益計算書上の当期純利益(千円) 241,635 287,145

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る当期純利益(千円) 241,635 287,145

普通株式の期中平均株式数(株) 13,840 15,074

当期純利益調整額(千円) ― ―

普通株式増加数(株) ― 276

（うち新株予約権にかかる増加数） (―) (276)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株
式の概要

新株予約権
(潜在株式の数700株)

―

前事業年度
(自 平成17年１月１日
至 平成17年12月31日)

当事業年度
(自 平成18年１月１日
至 平成18年12月31日)

―             ―



⑥ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

該当事項はありません。 

  

【有形固定資産等明細表】 

  

 
  

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

資産の種類
前期末残高 
(千円)

当期増加額 
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額 
(千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産

 建物 20,114 7,842 1,994 25,962 7,763 4,804 18,198

 車両運搬具 5,180 ― 1,333 3,847 3,247 773 599

 工具器具備品 13,999 7,769 2,369 19,399 9,026 5,367 10,372

有形固定資産計 39,294 15,612 5,697 49,209 20,038 10,946 29,171

無形固定資産

 ソフトウェア 4,138 3,198 667 6,669 1,855 1,325 4,813

 電話加入権 442 73 ― 515 ― ― 515

無形固定資産計 4,580 3,271 667 7,185 1,855 1,325 5,329

長期前払費用 5,484 500 2,546 3,437 1,780 2,758 1,657



【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の貸借対照表日後５年内における１年ごとの返済予定額は以

下のとおりであります。 

  

 
  

【引当金明細表】 

  

 
  

区分
前期末残高 
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 2,178,224 1,167,500 2.88 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 23,200 518,200 3.09 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

65,200 422,000 2.86
平成20年６月30日～ 
平成21年９月16日

合計 2,266,624 2,107,700 ― ―

区分
１年超２年以内 
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内 
(千円)

長期借入金 403,200 18,800 ― ―

区分
前期末残高 
（千円）

当期増加額 
（千円）

当期減少額
（目的使用） 
（千円）

当期減少額
（その他） 
（千円）

当期末残高 
（千円）

賞与引当金 ― 10,000 ― ― 10,000



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

ａ 現金及び預金 

  

 
  

ｂ 完成工事未収入金 

イ 相手先別内訳 
  

 
  

ロ 完成工事未収入金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

 
  

c 営業未収入金 

イ 相手先別内訳 
  

 
  

区分 金額(千円)

現金 231

預金

当座預金 446,250

普通預金 848,112

小計 1,294,362

合計 1,294,594

相手先 金額(千円)

合同会社レフア 68,980

有限会社ククイ 25,000

計 93,980

期首残高(千円) 
 
(Ａ)

当期発生高(千円)
 
(Ｂ)

当期回収高(千円)
 
(Ｃ)

当期末残高(千円)
 
(Ｄ)

 

回収率(％)

(C)
×100

(A)＋(B)

滞留期間(日)
(A)＋(D)
２
(B)
365

76,500 8,066,200 8,048,720 93,980 98.8 3.9

相手先 金額(千円)

合同会社ＴＷ１ 21,000

株式会社ゼファー 3,600

計 24,600



ロ 営業未収入金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記当期発生額には、消費税等が含まれております。 

  

ｄ 販売用不動産 

  

 
  

ｅ 開発用土地 

  

   

  

ｆ 原材料 

  

 
  

前期繰越高(千円) 
 
(Ａ)

当期発生高(千円)
 
(Ｂ)

当期回収高(千円)
 
(Ｃ)

次期繰越高(千円)
 
(Ｄ)

 

回収率(％)

(C)
×100

(A)＋(B)

滞留期間(日)
(A)＋(D)
２
(B)
365

5,395 202,965 183,760 24,600 88.2 27.0

区分 土地面積（㎡） 金額（千円）

北海道 889.01 378,850

計 889.01 378,850

区分 面積（㎡） 金額（千円）

東京都 1,421.83 964,946

北海道 553.20 498,297

長崎県 592.54 380,630

静岡県 999.17 234,913

計 3,566.74 2,078,788

区分 金額(千円)

室内ドア部材 12,808

計 12,808



ｇ 未成工事支出金 

  

 
  

ｈ 貯蔵品 

  

 
  

② 負債の部 

ａ 支払手形  

イ 相手先別内訳 
  

 
  

ロ 期日別内訳 
  

 
  

区分 金額(千円)

静岡県  170,097

北海道 51,939

東京都 7,773

計 229,810

区分 金額(千円)

切手、収入印紙、ウィズユーカード 30

計 30

相手先 金額(千円)

戸田建設株式会社 446,250

計 446,250

期日 金額(千円)

平成19年１月 446,250

計 446,250



ｂ 営業未払金  

  

 
  

ｃ 未払法人税等  

  

 
  

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

相手先 金額(千円)

株式会社三浦組 10,807

株式会社中山組 2,604

株式会社東構造設計事務所 735

有限会社インターフェイス 535

有限会社原・大野建築設計事務所 420

その他 4,204

計 19,306

区分 金額(千円)

未払法人税 147,056

未払住民税 30,639

未払事業税 35,259

計 212,954



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
  

  

事業年度  １月１日から12月31日まで

定時株主総会  事業年度末日の翌日から３ヶ月以内

基準日 12月31日

株券の種類 １株券、10株券、100株券

剰余金の配当の基準日  ６月30日及び12月31日

１単元の株式数  ―

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番２号
東京証券代行株式会社 本店

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番２号
東京証券代行株式会社

  取次所 中央三井信託銀行株式会社 本店及び各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り

  取扱場所

  株主名簿管理人  ―

  取次所

  買取手数料

公告掲載方法
電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公
告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。

株主に対する特典 該当事項はありません。



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券届出書及びその添付書類 

有償一般募集増資(ブックビルディング方式による募集)及び株式売出し(ブックビルディング方式によ

る売出し)に係る有価証券届出書及びその添付書類を平成18年５月19日関東財務局長に提出。 

(2) 有価証券届出書の訂正届出書 

上記(1)に係る訂正届出書を平成18年５月30日及び平成18年６月８日関東財務局長に提出。 

(3) 半期報告書 

第17期中(自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日)平成18年９月21日関東財務局長に提出。 

  

  



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成１８年５月１５日

株式会社リビングコーポレーション 

取 締 役 会  御 中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられている株式会社リビングコーポレーションの平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日ま

での第１６期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、

利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求

めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営

者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当

監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社リビングコーポレーションの平成１７年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

  

以 上 
  

 
  

新 日 本 監 査 法 人

代表社員
業務執行社員

公認会計士 浜 田 正 継   ㊞

業務執行社員 公認会計士 荒 尾 泰 則   ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券届出書提出会社が別

途保管している。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成１９年３月２７日

株式会社リビングコーポレーション 

取 締 役 会  御 中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられている株式会社リビングコーポレーションの平成１８年１月１日から平成１８年１２月３１日ま

での第１７期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャ

ッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求

めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営

者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当

監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社リビングコーポレーションの平成１８年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

  

以 上 
  

 
  

新 日 本 監 査 法 人

指定社員
業務執行社員

公認会計士 浜 田 正 継   ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士 荒 尾 泰 則   ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管している。
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